
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１. はじめに 

 1995年の阪神大震災以来，木造住宅に対する耐震規定

等の整備が進んでいる。同年12月には木造住宅に対する

耐震診断や耐震補強を積極的に実施することを盛り込ん

だ耐震改修促進法が制定され，2000年の建築基準法改正

では耐力壁の配置や仕口・継手に関する構造規定が明文

化されるとともに，耐震等級が盛り込まれた住宅の品質

確保の促進等に関する法律が施行された。2004年には日

本建築防災協会から木造住宅の耐震診断と補強方法が発

行となり，このような耐震規定等の整備によって木造住

宅には高い耐震性能が要求されるようになってきている。 

木造住宅の耐震性能の確保は，耐力壁の量と配置によ

って確保されるのが一般的であるが，それは，地震時の

力が確実に耐力壁に伝達されるという前提のものであり，

それぞれの耐力壁を有効に機能させるためには，耐力壁

相互を繋ぐ床が重要となってくる。 

床の剛性が高ければ高いほど，耐力壁との一体性が増

し，それによって耐震性が向上するものと考えられるこ

とから，木造住宅の耐震性向上においては，耐力壁も重

要であるが，床の剛性も重要な要因と捉えることができ

る。 

本テーマは，鋼材を組み合わせることで安価で施工性

に優れ，大きな床面剛性を期待できる仕組みについて実

験を通じて考えていくものであり，新築の住宅はもとよ

り既存住宅の耐震改修においても利用可能となるように

検討するものである。 

 

2. 床面剛性の違いが耐震性におよぼす影響 

2.1 想定住宅とその耐震性 

 床面剛性の違いが耐震性にどのように影響をおよぼす 
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のか，想定した住宅に対して解析を行い検討する。 

想定した住宅は，夫婦とこども２人の家族構成を考え 

図１に示す住宅とした。 

図中の  は，たすきがけ筋かいを示し，  は，片

側筋かいを示している。この想定住宅の耐震性を評価す

るために，「木造住宅の耐震診断と補強方法」1)に基づ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

１階平面図       ２階平面図 

         図１ 想定住宅 

 

いた一般診断法による耐震診断を行った結果，上部構造

評点が 1.58となり倒壊しない住宅であることが確認さ

れた。しかし，南側に開口部を大きく取るプランとなっ

ていることから，南側に配置する耐力壁が少なくなり，

偏心率がＸ方向で0.43と大きくなっている。建物重量は，

１階が98.2kN，２階が63.6kNであった。 

 

2.2 立体解析とその結果  

 弾性応力解析プログラム「ＦＡＰ３」を使用し，想定

した住宅に対して立体解析を行った。 

 解析にあたっては，柱・梁・筋かいを線材に置換し 

床を面材として扱った。荷重は図２に示すように，床面
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に積載荷重として1.3kN/m2を作用させ，同時に地震荷重

として２階床面に31.7kNを２階桁部分に16.4kNをそれ

ぞれ作用させた。  

解析結果のうち，図３に変位図を例示する。柔床とし

て解析した場合の２階床の最大変位は14mm程度となり，

剛床として解析した場合には，4.2mm程度と柔床とした

場合の３分の１以下におさまる結果となった。 

                                     

        

 

 

 

 

 

 

        

図２ 荷重の作用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)柔床の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     (b)剛床の場合 

 

図３ 解析結果（変位図：30倍に拡大） 

 

3. 床面剛性強化に関する実験 

3.1 試験体概要 

本研究では４体の試験体を作成し実験を行った。基本

構成を図４に示すが，試験体寸法は 1820mm×2730mmと

共通であり，外周を構成するはり材の寸法も 105mm×

180mmで共通である。なお，試験体１，２のみ中央部に 

105mm×105mmの繋ぎ材を入れている。また，はり材はプ

レカットにより制作され，はり相互の接合形式は「あり

掛け」とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図４ 床組の基本構成 

 

 

 

 

 

 

 

試験体１        試験体２ 

 

                              

 

 

 

 

 

試験体３        試験体４ 

       図５ 試験体概要 

 

各試験体の概要を図５に示すが，試験体１は，厚い構

造用合板を直接はりに打ち付けていく工法（根太レス工

法）の剛性を確認するためのものであり，厚さを23mm ，

900mm×1800mmの合板３枚を使用し，各合板はN70のク

ギを150mmピッチではりに打ち付けている。試験体2は

水平はりと垂直はりとのあり掛け接合部が弱点であると

いう試験体１の実験結果からその接合部の補強と斜材に

よる剛性向上を意図したものである。試験体３，４は中

央部に補剛材がない床組形式であり，試験体３は山形鋼

により矩形の枠を制作し，対角となる偶角部を厚さ 6mm

の鋼板で結んでおり，接合部補強ならびにはり自体の補

強と斜材による剛性向上を意図したものである。 

試験体４は，接合部補強を強化できるように鋼材の組
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油圧ジャッキ

ロードセル

変位計１

変位計２

変位計３

変位計４

鉄骨架台

試験体

み方を工夫し，それと斜材(L-50×50×6)とをボルトで

接合ことにより剛性と施工性の向上を図ることを意図し

たものである。 

 

3.2 実験方法 

 試験体を加力用架台上に水平に設置した後，片側のは

りをφ22のボルトにより架台に接合し，もう一方のはり

に手動による油圧ジャッキにより荷重を加えた。加力な

らびに計測状況を図６に示す。加力は図７に示すルール

を基に変形角1/600（変位4.8mm），1/450(変位6.5mm)，

1/300(変位 9.7mm)，1/200(変位 14.5mm)，1/150(変位

19.4mm)，1/100(29mm)，1/75(変位39mm)，1/50(58mm)の

それぞれの変形角において3サイクル実施する変位漸増 

正負繰返し加力を行った 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 加力・計測状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

       図７ 加力ルール 

 

3.3 実験結果 

(1)試験体１の実験結果 

 試験体１における荷重と変位計４の計測値との関係を

図８に示す。試験体１の最大荷重は7.5kNであり，その

時の変形が80mmであった。変形が６mmの時に構造用合

板にひび割れが発生し，14mmの時からあり掛け接合部に

おいて徐々に隙間が広がる傾向が見られた。この隙間は

変形38mmにおいて2mm程度に広がり，同時に構造用合板

間においてせん断ずれが見られた。最終的にはあり掛け

接合部における割烈により破壊に至っている。 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    図８ 試験体１の荷重―変形関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

     写真１ 試験体１の最終破壊状況 

 

(2) 試験体２の実験結果 

 試験体２における荷重と変位計４の計測値との関係を

図９に示す。最終段階まで目立った現象は認められずジ

ャッキの限界ストロークに達したために，実験を終了し

た。その時の荷重は6.9kN，変形は105mmであった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     図９ 試験体２の荷重―変形関係 
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    写真２ 試験体２の最終破壊状況 

 

(3)試験体３の実験結果 

 試験体３における荷重と変位計４の計測値との関係を

図１０に示す。試験体3の最大荷重は，7.6kN,その時の

変形が68mmであった。変形が29mmに向かう途中からミ

シミシという音が鳴り出し，斜材として使用した6mmの

鋼板は，変形の増大に伴って中央部におけるたわみが大

きくなった。その後，あり掛け接合部においてひび割れ

が発生し，最終的に試験体１と同様に接合部の割烈によ

り破壊に至っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      図１０ 試験体３の荷重―変形関係 

 

 

 

 

 

 

 

      

     写真３ 試験体３の最終破壊状況 

 

(4)試験体４の実験結果 

 試験体４における荷重と変位計４の計測値との関係を

図１１に示す。変位14mmを過ぎるあたりからミシミシと

いう音が発生し，架台とボルト接合されていた梁のねじ

れが生じてきた。その後の変形の増大に伴って，あり掛

け接合部にひび割れが発生し，最終的には試験体 1，3

と同様に，接合部の割烈により破壊に至っている。 

最大耐力が11.8kN，その時の変位が85.6mmであった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      図１１ 試験体４の荷重―変形関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

      写真４ 試験体４の最終破壊状況 

４. 床の性能評価 

 床の性能を評価するにあたっては，木造耐力壁および

その倍率性能試験における評価方法2)に準じて行った。 

 この評価方法では短期許容せん断耐力ならびに倍率を

求めることになるが，その基準となるせん断耐力を求め

るために，各試験体の正加力時の包絡線を基に，図１２

に示す誘導法により算定を行った。その結果を図１３お

よび表１に示す。なお，耐力低下の生じていない試験体

２については除外している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１２ 降伏耐力，終局耐力および塑性率の算出方法 
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     図１３ 各試験体の評価 

 

       表１ 算定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

短期基準せん断耐力(P0)は， 

(1)降伏耐力Py 

(2)終局耐力Puに(0.2/Ds)を乗じたもの 

(3)最大耐力の2/3 

の中で最小の値とし，ばらつき係数を乗じて求められる。       

ここでは，ばらつき係数は慣例的に使用されている

3/4を使用した。これを計算するとP0は試験体１で2.2kN

試験体３で1.6kN，試験体４で2.4kNとなった。 

短期許容せん断耐力(Pa)は(1)式より算定される。 

 

    Ｐa=Ｐ0×α   ・・・・・(1) 

 

式中のαは，耐力低減係数であるが今回の試験では正 

負交番繰返し加力としたため，1.0とした。 

 耐力壁と同様に(2)式を用いて倍率を求めると，試験

体１は0.62，試験体３は0.45，試験体４は0.67となった。 

    

倍率＝Ｐa×(1/1.96)×(1/Ｌ) ・・・(2) 

 

原点と(Ｐy,δy)とを結ぶ直線の傾きを初期剛性(Ｋ0)

とし，文献１を参考に，無載荷式であることから見かけ

のせん断変形角が1/120rad(変位24.5mm)時の値を採用し

て割線剛性を求めた。その結果を表2に示す。 

 

       表２ 剛性の比較 

 

  

 

 

 

以上の結果から，試験１と試験体４は同程度の倍率を

有する床組であることがわかったが，剛性においては試

験体４が大きな変形においても高い剛性を有しているこ

とが明らかとなった。 

 

５. まとめ 

 今回実施した想定住宅に対する解析結果から，床の剛

性が住宅の耐震性に大きな影響を与えることが明らかと

なった。また，床組に鋼材を利用し剛性強化を図った実

験からは，溝形鋼の組み合わせによるあり掛け接合部の

破壊防止とともに山形鋼による水平せん断力負担増を意

図した試験体4がもっとも良い性能を示した。床の剛性強

化においては接合部の変形および破壊を如何に抑えるか

が重要と思われる。 
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